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添付書類

事　業　報　告
令和 6 年 4 月 1 日から
令和 7 年 3 月31日まで

 1.　会社の現況に関する事項
　⑴　事業の経過およびその成果
　　当期の国内株式市場は、前期末40,369円であった日経平均株価は日本企業の堅調 

な業績や自社株買い等株主還元を拡充する動きが好感されたことに加え、海外投資
家からの資金流入などに支えられ上昇し、7月には期中高値42,426円をつけました。
しかし、日銀の継続的な利上げ姿勢や米国の景気後退懸念から大幅な円高ドル安が
進行し8月には急落する局面もあり、9月末にかけては振れ幅の大きい動きとなりま
した。10月以降は衆議院選挙や米国大統領選挙等による上げ下げはありましたが概
ね狭いレンジでの動きとなりました。年明け以降はトランプ新政権の関税強化に対
する不確実性や、日銀の追加利上げとその後の金融政策への思惑が交錯し上値の重
い展開となり、期末にかけては日銀の追加利上げ観測や米国経済の後退懸念の台頭
から米国債金利の低下などに伴う円高進行などが嫌気され下落基調となり35,617円
で期を終えました。

　　こうした環境下、当社は地域に密着した営業、お客様本位の資産管理を軸とした 
対面営業の推進に努めました結果、受入手数料は1,038百万円（前期比5.7％減）と減
収となりました。その内訳は、株式手数料を中心とした委託手数料が744百万円（同
13.4％減）、投資信託を中心とした募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の
手数料は197百万円（同19.3％増）、その他の受入手数料は96百万円（同28.7％増）
となりました。また、トレーディング損益は外国株の仕切売買と外国債券の売出し
および既発債売買の合計で34百万円（同20.3％減）となりました。一方、金融収益
は信用取引金利の利上げ要因により32百万円（同46.0％増）と増収となりました。
その結果、営業収益は1,105百万円（同5.2％減）と減少し、金融費用28百万円（同
31.2％増）を差し引きますと純営業収益は1,077百万円（同5.9％減）となりました。
取引関係費156百万円（同2.1％増）、人件費677百万円（同1.5％増）となり、販売
費・一般管理費は1,118百万円（同3.0％増）となりました。以上の結果、営業損益は
41百万円の損失（前期は59百万円の利益）、経常損益は21百万円の損失（前期は76
百万円の利益）、当期純損益は31百万円の損失（前期は65百万円の利益）と赤字決
算となりました。厳しい相場環境であったとはいえ、誠に残念な結果と受けとめて
おります。日頃より多大なご支援をいただいております株主の皆様に対して、当事
業年度の厳しい経営環境等を勘案いたしまして、当期の期末配当につきましては、
誠に遺憾ではございますが、無配とさせていただきたく存じます。何卒事情ご理解
のうえ、ご了承賜りますようお願い申し上げます。
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　⑵　設備投資の状況
　　特記すべき設備投資は行っておりません。

　⑶　資金調達の状況
　 　当事業年度における資金調達につきましては、金融機関からの借入金により行

い、増資その他による調達は行っておりません。

　⑷　対処すべき課題
　 、「お客様目線に徹底的にこ 　当社は、「資産の積み上げによる収益基盤の確立」

だわった営業スタイルの確立」、「対面ならではのサービスの追求と効率的な業務
運営の確立」を重点目標とした中期経営目標を掲げ、以下の経営方針を実行するこ
とにより地元証券会社として親しまれ、信頼される証券会社を目ざしてまいる所存
であります。

《  経 営 方 針  》
 1.　地域に密着した営業
　⑴　常にお客様の利便性を追求して行動いたします。
　⑵　地域社会やお客様が何を求めているかを考え、お客様に喜んで頂けることを提案します。
　⑶　私達一人ひとりはお客様に感動してもらえる接客をいたします。
 2.　お客様本位の資産管理
　⑴　お客様の利益を第一とし、行動いたします。
　⑵　お客様の属性をよく把握し、商品の提案をいたします。
　⑶　お客様の満足、喜びを私達の喜びとします。
 3.　社員資質の向上
　⑴　私達一人ひとりは、自分の仕事に誇りを持ちプロの職務能力（業務知識）を身に付けます。
　⑵　私達一人ひとりは、自己の使命を認識し、課せられた任務を責任を持って果たします。
　⑶　私達一人ひとりは、人間性（人格を磨く）の向上を心掛け自己研鑽に努めます。
 4.　法令遵守の徹底
　⑴　コンプライアンスの目的が「投資者保護」にあることを認識して行動いたします。
　⑵　コンプライアンスの実践が「会社の発展」と「社員生活の安定・向上」につながることを理解いたします。
　⑶　常に「常識」にしたがって判断し、行動することを基本といたします。

　⑸　財産および損益の状況 （単位：千円）

区　　分

営 業 収 益
（うち受入手数料）
経 常 利 益
当 期 純 利 益
1株当たり当期純利益
総 資 産
純 資 産

1,115,248
936,989
70,616
58,067
15円

5,828,556
1,317,866

（　　　 ）
924,104
845,305

△ 126,799
△ 80,081
△ 21円
6,231,467
1,228,988

（ 　　　 ） （ 　　　   ）
1,166,469
1,100,852
76,079
65,543
17円

7,282,648
1,380,543

1,105,745
1,038,653
△ 21,038
△ 31,314
△ 8円

6,022,080
1,356,297

（ 　　　   ）

第83期
令和 3 年 4 月 1 日から
令和 4 年 3 月31日まで

第84期
令和 4 年 4 月 1 日から
令和 5 年 3 月31日まで

第85期
令和 5 年 4 月 1 日から
令和 6 年 3 月31日まで 令和 6 年 4 月 1 日から

令和 7 年 3 月31日まで

第86期
（当事業年度）
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　⑹　主要な事業内容
　　①有価証券の売買
　　②有価証券の売買の媒介、取次ぎ、または代理ならびに有価証券市場における売
　　　買取引の委託の媒介、取次ぎまたは代理
　　③有価証券の引受けおよび売出し
　　④有価証券の募集および売出しの取扱い、または私募の取扱い
　　⑤有価証券等の管理業務
　　⑥受益証券に係る収益金、償還金または解約金の支払いに係る代理業務
　　⑦生命保険の募集の取扱い

　⑺　営業所の状況

名　　　称 所　　　　在　　　　地

本 店

浜 松 支 店

掛 川 支 店

藤 枝 支 店

富 士 支 店

沼 津 支 店

静岡市葵区呉服町二丁目 1 番地 5 

浜松市中央区中央三丁目 7 番 1 号

掛川市掛川402番地の 1

藤枝市田沼一丁目30番15号

富士市本市場町816番地

沼津市米山町 2 番29号

　⑻　使用人の状況

区　分 使用人数

58名

30名

88名

 3 名減

 1 名減

 4 名減

47.5歳

41.8歳

45.5歳

18.9年

 13.5年

17.1年

前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

合計または平均

男　　子

女　　子

　⑼　借入先および借入額

借　入　先 借入金の種類 借 入 金 残 高

株式会社静岡銀行

株式会社清水銀行

株式会社証券ジャパン

短 期 借 入 金

短 期 借 入 金

信用取引借入金

340百万円

300百万円

802百万円
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30名
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株　　主　　名 持　　株　　数 持　株　比　率

内 山 景 太
株 式 会 社 証 券ジャパン
水 戸 証 券 株 式 会 社
株 式 会 社 静 岡 銀 行
内 山 房 子
SBI岡三アセットマネジメント株式会社
土 屋 裕 彦
静岡東海証券㈱従業員持株会
内 山 邦 子
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

地　　位 氏　　　　名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

監 査 役

監 査 役

内 山 景 太

石 川 幸 弘

鈴 木 規 泰

増 井 康 均

小 長 谷 光 陽

立 石 勝 広

井 口 英 樹

業務管理部長兼引受部長

　

　

営 業 統 括 部 長

弁護士  あおば法律事務所  所長

水戸証券株式会社 取締役

総務部長（内部管理統括責任者）
監査部管掌

 3.　会社役員に関する事項
　⑴　取締役および監査役の氏名等（令和 7 年 3 月31日現在）

株
346,000
186,000
185,000
180,000
146,000
145,000
143,000
132,000
131,000
120,000

％
9.10
4.89
4.86
4.73
3.84
3.81
3.76
3.47
3.44
3.15

（注）監査役 立石勝広氏および井口英樹氏は、「会社法第 2 条第16号」に定める社外監
　　　査役であります。

 2.　会社の株式に関する事項　（令和 7 年 3 月31日現在）
　⑴　発行可能株式総数　（普通株式）　　　　　　　9,600,000株
　⑵　発行済株式の総数　（普通株式）　　　　　　　3,800,000株
　⑶　株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    93名 （前期末比 1 名減）
　⑷　大株主（上位10名）
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　⑵　取締役および監査役毎の報酬等の総額

　　　（注）1.　取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれ
　　　　　　   ておりません。
　　　　　　2.　平成18年 6 月23日開催の第67回定時株主総会で決議された取締役の報
　　　　　　   酬限度額は、年額180百万円以内、また、平成26年 6 月24日開催の第75 
　　　　　　   回定時株主総会で決議された、監査役の報酬限度額は、年額30百万円以
　　　　　　   内であります。

区　　分
基本報酬

報酬等の総額
（千円）

対象となる
役員の員数
（名）

非金銭
報酬等

役員退職慰労
引当金繰入額

取締役

監査役

合計

31,381

13,810

45,191

23,841

12,600

36,441

－

30

－

7,540

1,180

8,720

4

4

8

報酬等の種類別の総額（千円）

（別記 1 ）立石監査役：弁護士　あおば法律事務所  所長
（別記 2 ）井口監査役：水戸証券株式会社　取締役（水戸証券株式会社は、当社が平
　　　　　　　　　　　成25年 3 月 1 日まで株式等の取次契約を締結していた東京証券
　　　　　　　　　　　取引所会員金融商品取引業者であります。）
（別記 3 ）立石監査役：当事業年度に開催しました取締役会 6 回、および監査役会 6 回
　　　　　　　　　　　の全てに出席するとともに、主に弁護士としての専門的見地か
　　　　　　　　　　　らの発言を行っております。
　　　　　井口監査役：就任後、当事業年度に開催しました取締役会 5 回、および監査
　　　　　　　　　　　役会 5 回の全てに出席するとともに、同業種会社の幅広い業務
　　　　　　　　　　　経験から財務会計に関する相当程度の知見を有することを生か
　　　　　　　　　　　し適宜質問し、意見を述べております。

　⑶　社外役員に関する事項

他の会社の業務執行取締役・使用人等
の事実および会社と他の会社の関係

会社・特定関係事業者の業務執行取締
役・使用人等の三親等内の親族である
と知っている場合、その事実

事業年度中の取締役会等での活動状況

社外役員に対する報酬等の総額

社　外　監　査　役
立石勝広 井口英樹

（別記 1 ）

該当ありません

（別記 3 ）

（別記 4 ）

（別記 2 ）

（別記 2 ）

（別記 3 ）

（別記 4 ）
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　⑷　当事業年度において支払った役員退職慰労金
　　令和 6 年 6 月18日開催の第85回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時を
　　もって退任した監査役に支払った役員退職慰労金は以下のとおりであります。
　　
　　監査役 1 名 600千円（うち社外監査役 1 名 600千円）

区　　分
基本報酬

報酬等の総額
（千円）

対象となる
役員の員数
（名）

非金銭
報酬等

役員退職慰労
引当金繰入額

合計 5,230 4,800 30 400 3

報酬等の種類別の総額（千円）

（別記 4 ）
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 4.　会計監査人の状況
　⑴　会計監査人の氏名　公認会計士　野呂伸一郎氏　
　⑵　当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　　　公認会計士法第 2 条第 1 項の監査業務の報酬等の額　　　　　　　 6,300千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　6,300千円
　⑶　会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
　　　 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および

報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上
で、会計監査人の報酬等の額につき、会社法第399条第 1 項の同意を行っております。

　⑷　解任または不再任の決定の方針
　　　 当社監査役会は、以下に掲げる事項に該当する場合には、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案を決定し、当社取締役会は、当該規定に基づき当該議
案を株主総会に提出いたします。

　　①　会社法第340条第 1 項各号に定める項目に該当すると判断する場合
　　②　 会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を

受けた場合
　　③　 会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等を評価し、それら

の観点から監査を遂行するに不十分であると判断した場合

 5.　業務の適正を確保するための体制
　　〔当社取締役会における決議の内容〕
　　 業務の適正を確保するための体制整備について、当社が会社法第362条第4項第6号

の定めに基づいて取締役会で決議している基本方針の概要は次の通りです。
　⑴　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　　①　 取締役会は、法令・定款に基づき「取締役会規程」を制定し、取締役会付

議・報告事項等を定め、当該規程に則り、経営に関する重要事項を決定する
とともに、取締役の職務執行を監視・監督する。

　　②　 当社は、「経営理念」、「経営方針」、「倫理コード」、「コンプライアンス基
本方針」を定め、全役職員がコンプライアンスに対する理解を深め、法令お
よび社会規範の遵守に努めるとともに、法令・諸規則遵守の一段の強化を図
るため、コンプライアンス委員会を設置し、法令違反行為の未然防止策の立
案、社内の問題点の早期洗い出しと改善策の検討・具体化を行う。

　　③　 当社は、コンプライアンス全体を統括する統制組織として、日本証券業協会
規則に基づき、内部管理を担当する取締役を「内部管理統括責任者」に選任
する。また、営業単位ごとに「営業責任者」および「内部管理責任者」を配
置し、証券会社としての社会的責任を果たすためのチェック機能の強化を図る。
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　　④　 監査部により本社各部および営業部店における業務運営ならびに内部管理体
制の適正・有効性の監査を定期的に実施し、その結果を被監査部門にフィー
ドバックするとともに、取締役会および監査役に報告、問題点の共有と改善
を図る。

　　⑤　 使用人は、法令および金融商品取引所・協会規則等に基づく「勧誘方針」な
らびに「就業規則」、「従業員服務規程」等の社内規則に則り、職制を通じて
適正な業務の遂行に努めるとともに、規則違反等があった場合は、当該使用
人を「就業規則」に基づき懲戒処分等に処する。

　　⑥　 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との取引は一切行
わず、「反社会的勢力との関係遮断に関する規則」に基づき、毅然とした態度
で対応する。また、各営業部店に不当要求防止責任者を配置し、事案発生時の
報告および対応に係る体制整備を図る。

　　⑦　 当社を通じて取引される資金が各種の犯罪やテロに利用される可能性があるこ
とに留意し、マネーロンダリングの防止に努める。

　　⑧　 当社は、法令・諸規則上疑義のある役職員の行為等について、役職員が直接情
報提供を行う手段として、内部通報制度（証券ヘルプライン）を設ける。

　⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　　 取締役の職務の執行に係る情報または文書（電磁的記録も含む）については、

「文書保存規程」等に則り関連資料と共に適切に保存し、取締役、監査役、会
計監査人等が閲覧・謄写できる状態を整備する。

　⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　①　 「リスク管理規程」、「リスク算定基準」、「リスク算定要領」等の社内規

則を定め、金融商品取引法に規定するリスクカテゴリー毎の責任部署ならび
に、当該リスク算定を検証・統括する部署を設置して、リスク管理体制を構
築し運用を行う。

　　②　 上記の他、オペレーショナルリスク、システムリスク、資金流動性リスク等
の業務に付随するリスク管理については、各業務の主管部署が日々リスクの
把握と危険発生の未然防止に努める。

　　③　 当社は「セキュリティポリシー（情報セキュリティ管理規定）」に基づき、
所有するすべての情報資産について適切に保護を実施するとともに、顧客情
報については「個人情報保護規程」および「特定個人情報等取扱規程」を制
定し厳重に管理する。

　　④　 災害発生等の緊急時における「事業継続計画」を定め、組織体制ならびに指
揮命令系統および業務運営手順等を明確化し、当社の業務・事務を維持・継
続するために必要とされる対策を適切に実施し、重要な業務を中断させな
い、また中断しても短時間に再開されるための実効性を確保していく。
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　　⑤　 当社は、サイバー攻撃の脅威の高まり等を踏まえ、全ての情報資産を脅威か
ら保護し適切な安全管理を実現するため、社員一人一人のITリテラシーや情
報セキュリティの意識の向上を図るため、教育・訓練を徹底していくととも
に、システムセキュリティ対策として、基幹業務ネットワークにはファイア
ウォールソフト等を導入し、サイバー攻撃に対する検知・対応能力の向上に
努める。またサイバーセキュリティインシデントに備え、行動計画を策定し
対応体制を整備する。サイバーセキュリティインシデントに関し、金融当局
や各種外部機関との情報共有を状況に応じて適宜実施する。

　⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　①　 意思決定・業務執行監督機関である取締役会のもと、常勤役員会・コンプラ

イアンス委員会等の会議体組織を設置し、具体的な業務執行および内部統
制・コンプライアンスに関する決定や取締役会審議事項の先議を行うなど職
務執行の効率化を図る。

　　②　 執行役員制度を導入し、執行役員の業務執行に係る責任と権限を明確にし、
業務執行機能の強化を図り、取締役は業務執行の指揮・監督を行う。

　　③　 定款および社内諸規則に基づく意思決定および「組織規程」・「業務分掌規
程」に基づき経営組織、業務分掌および職務権限に関する基本事項を定め、
指揮命令系統の明確化および責任体制の確立を図り、適正かつ効率的に職務
執行を行う。

　　④　 年度計画および中期経営計画に基づく目標と予算を設定し、各部門の担当取
締役はその目標を達成するための具体策を実行する。また、月次・半期毎の
実績とその内容を検証し、必要に応じ改善・修正をもって業務の効率性を確
保する。

　⑸　 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における、当該
使用人に関する体制ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　①　 監査役が監査を実効的に行うためにその職務を補助すべき使用人を置くこと
を求めた場合は、代表取締役社長は監査役との協議を行い、監査部に必要な
使用人を配置する。

　　②　 前号の監査役の職務を補助すべき使用人は監査役の特命事項に関し監査役の
指揮命令に服し、取締役およびその他業務執行組織の指揮命令を受けないも
のとする。

　　③　 当該補助使用人の異動・評価・懲戒処分等については監査役と事前の協議を
必要とする。
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　⑹　 監査役に報告するための体制
　　①　 取締役、執行役員および使用人は、当社の業務または財務の状況に重大な影

響を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、法令に従い、その事実を直
ちに監査役に報告する。

　　②　 監査役は必要に応じて、会計監査人、取締役、執行役員および使用人に業務
執行状況についての報告を求めることとする。

　　③　 前二号の報告をした者に対し、当該報告したことを理由としていかなる不利
な取扱いをしてはならない。また、報告を受けた監査役は、報告者の氏名お
よび情報等を秘匿する。

　⑺　 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の
当該職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　　　 監査役が監査の実施のために弁護士、公認会計士その他社外の専門家に対し助
言を求め、また調査、鑑定その他の事務を委託するなどし、所要の費用の前払
いまたは支出した費用の償還等の請求をしたときは、当該請求に係る費用が監
査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことはで
きない。

　⑻　 その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　①　 監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査

役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換するとと
もに、監査方針および監査計画ならびに監査実施状況および結果について、
適宜説明することとする。

　　②　 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行
い、また、弁護士その他専門家の監査業務に関する助言を受けることができる。
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［運用状況の概要］
　当社は、業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの整備に関する基本
方針）を取締役会で決議し、運用を行っております。
　当事業年度の内部統制システムの整備状況、運用状況については、評価を行った結
果、業務の実情に応じて諸手続きの見直しが行われており、また基本方針に基づいて
適切に運用されていることを確認しております。なお、その概要を記すと、次の通り
です。

　⑴　 取締役会は、法令・定款に基づき「取締役会規程」を制定し、同規程に基づき
各取締役の業務報告を受けるとともに、取締役の業務の執行を監督しております。

　⑵　 「経営理念」、「経営方針」、「倫理コード」、「コンプライアンス基本方
針」を制定し、代表取締役社長がその趣旨を繰り返し全役職員に伝えることに
より、全役職員がコンプライアンスに対する理解を深めております。

　⑶　 当社は代表取締役社長を委員長とした、取締役、監査役、執行役員等で構成す
る「コンプライアンス委員会」を設置、毎月開催し、法令等の遵守状況の検
証、課題点等の洗い出しを行い、改善策を協議するなど全社レベルでコンプラ
イアンス体制の強化に取り組んでおります。また、全役職員のコンプライアン
ス意識の向上を図るため、各種社内研修の実施、また、外部研修へ参加してお
ります。

　⑷　 法令・諸規則上、疑義のある取締役および使用人の行為等について、取締役お
よび使用人が直接情報提供を行う手段として、社内および社外の通報制度「証
券ヘルプライン」を設けております。

　⑸　 様々なリスクに対処するため、各種社内規則を定め、責任部署を設置するとと
もに報告・監視体制の整備等、必要なリスク管理体制を構築し運用しております。

　⑹　 監査部は、各部店の内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフィードバッ
クして課題点についての改善を指示するとともに、取締役会および監査役に監
査結果を報告しております。

　⑺　 監査役は、取締役や会計監査人と定期的な意見交換を行っており、監査を実施
するにあたっては、監査部とも緊密な連携を図って、実効性のある監査役監査
の実施に努めております。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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科　　　目
資 産 の 部 負 債 ・ 純 資 産 の 部

金　　額 科　　　目 金　　額

　  現 金 ・ 預 金  
　  預　　託　　金
　    顧客分別金信託
　  信 用 取 引 資 産
　    信用取引貸付金
　    信用取引借証券担保金
　  立　　替　　金
　  短期差入保証金
　  前　　払　　金
　  前　払　費　用
　  未 収 収 益
　  その他の流動資産
　  未収還付法人税等

1. 有形固定資産
　  建　　　　　　物
　  器 具 ・ 備 品
　  土　　　　　　地
2. 無形固定資産
　  その他の無形固定資産
3. 投資その他の資産
　  投 資 有 価 証 券
　  出　　資　　金
　  長 期 前 払 費 用
　  長期差入保証金
　  その他の投資等
　  前 払 年 金 費 用
　  破産更生債権等
　  貸 倒 引 当 金

5,456,559,128
1,298,722,209
2,920,000,000
2,920,000,000
1,115,454,300
1,113,813,480
1,640,820
67,869,498
10,000,000
33,000

9,006,016
32,229,201
259,888
2,985,016

565,521,017
20,738,727
11,129,769
9,561,658
47,300
98
98

544,782,192
447,181,991
100,000
7,659,347
43,502,336
600,000

45,738,518
10,255,000

△ 10,255,000

　  信 用 取 引 負 債
　    信用取引借入金
　    信用取引貸証券受入金
　  預　　り　　金
　    顧客からの預り金
　    その他の預り金
　  受 入 保 証 金
　  短 期 借 入 金
　  未　払　費　用
　  未 払 金
　  未 払 消 費 税 等
　  賞 与 引 当 金

　  役員退職慰労引当金
　  繰 延 税 金 負 債

　  金融商品取引責任準備金
　（金融商品取引法第46条の5）

　負 債 合 計

　  資　　本　　金
　  資 本 剰 余 金
　    資 本 準 備 金
　  利 益 剰 余 金
　    利 益 準 備 金
　    その他利益剰余金
　       別 途 積 立 金
　       繰越利益剰余金

　  その他有価証券評価差額金
　純 資 産 合 計

4,513,603,050
803,952,370
802,311,550
1,640,820

2,974,220,817
2,752,165,602
222,055,215
24,480,436
640,000,000
32,777,497
109,630
4,062,300
34,000,000

144,128,405
70,769,334
73,359,071

8,050,831
8,050,831

4,665,782,286

1,190,208,800
600,000,000
300,195,728
300,195,728
290,013,072
32,300,000
257,713,072
160,000,000
97,713,072

166,089,059
166,089,059
1,356,297,859
6,022,080,1456,022,080,145資　産　合　計 負債・純資産合計

貸　借　対　照　表
（ 令和 7 年 3 月31日現在 ）

円 円
Ⅰ 流 動 資 産 

Ⅱ 固 定 資 産

Ⅰ 流 動 負 債　

Ⅱ 固 定 負 債

Ⅲ 特別法上の準備金

Ⅰ 株 主 資 本

Ⅱ 評価・換算差額等
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科　　　　　目 金　　　　　額

営　業　収　益
　受　　入　　手　　数　　料
　　委 　 託 　 手 　 数 　 料
　
　　そ の 他 の 受 入 手 数 料
　ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

　金　　　融　　　収　　　益
　　信 用 取 引 収 益
金　融　費　用
　　信 用 取 引 費 用
　　支 　 払 　 利 　 息
　純 営 業 収 益
販売費・一般管理費
　営 業 損 失
営 業 外 収 益
　雑　　　　　　　　　　　益
営 業 外 費 用
　雑　　　　　　　　　　　損
　経 常 損 失
特　別　利　益
特　別　損　失
　税 引 前 当 期 純 損 失
　法人税・住民税及び事業税
　法 人 税 等 調 整 額
　当 期 純 損 失

744,636,433
197,682,410
96,334,644

31,303,027
3,193,974

32,594,736

19,613,257
8,702,388

20,425,375

442,886

1,096,500
9,179,600

損　益　計　算　書
自　令和 6 年 4 月 1 日
至　令和 7 年 3 月31日

円

1,105,745,224
1,038,653,487

34,497,001

32,594,736

28,315,645

1,077,429,579
1,118,450,439
41,020,860
20,425,375

442,886

21,038,371
0
0

21,038,371

10,276,100
31,314,471

円

募集・売出し・特定投資家向
け売付け勧誘等の取扱手数料

株券等トレーディング損益
  （ 実 現 損 益 ）
債券等トレーディング損益
  （ 実 現 損 益 ）
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株主資本等変動計算書

資 本 金

600,000,000

資本剰余金 利 益 剰 余 金
資　　本
準  備  金

資本剰余金
合　　　計

利　　益
準  備  金

その他利益剰余金
別途積立金 繰越利益剰余金

株　　　主　　　資　　　本

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額
 剰 余 金 の 配 当
 当 期 純 利 益

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額
 剰 余 金 の 配 当
 当 期 純 利 益

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

利益剰余金

利益剰余金合計
株主資本
合　　計

純  資  産
合　　計

評価・換
算差額等
合　　計

その他有
価証券評
価差額金

株　主　資　本 評価・換算差額等

（単位：円）

300,195,728 32,300,000 160,000,000

600,000,000 300,195,728

300,195,728

0
0

0

300,195,728 32,300,000 160,000,000 97,713,072

328,927,543

△ 7,600,000
△ 31,314,471

△ 38,914,471
290,013,072

1,229,123,271

△ 7,600,000
△ 31,314,471

△ 38,914,471
1,190,208,800

0 0

151,420,337

166,089,059

151,420,337

0
0

166,089,059

1,380,543,608

△ 7,600,000
△ 31,314,471

1,356,297,859

0 0 0 0 0 △38,914,471

136,627,543

△ 7,600,000
△31,314,471

自　令和 6 年 4 月 1 日
至　令和 7 年 3 月31日

14,668,722 14,668,722 14,668,722

14,668,722 14,668,722 △24,245,749
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個 別 注 記 表

　当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成18年2月7日法務省令第13号）の規定の
他「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）および
「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自
主規制規則）に準拠して作成しております。
　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

 1.　重要な会計方針
　⑴　有価証券の評価基準および評価方法
　  トレーディング商品に属する有価証券：時価法を採用すると共に約定基準で計　　

上し、売却原価は移動平均法によっております。
　　　トレーディング商品に属さない有価証券：
　　　①　満期保有目的の債券：償却原価法によっております。
　　　②　その他の有価証券
　　　　ア） 時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表

価額とし、取得原価との評価差額を全部純資産直入する方法により処理
し、売却原価は移動平均法によっております。

　　　　イ）時価のないもの：移動平均法による原価法によっております。

　⑵　固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産
　 　 　　 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）、並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備・構築物については
定額法）を採用しております。

　　　無形固定資産
　　　　定額法を採用しております。

　⑶　引当金の計上基準
　　　①　貸倒引当金
　　 　 　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、回収不能見込額を計上して
おります。

　　　②　賞与引当金
　　 　 　　 従業員の賞与の支払に備えるため、当社所定の計算方法による支給見込額

を計上しております。
　　　③　役員賞与引当金
　　　　　役員賞与の支払に備え、当事業年度における支給見込額を計上しております。
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（注）上記の他に株式会社証券ジャパンに信用取引保証金として10,000千円、信用取引代用有価証券として597,807千
　　円、信用取引本担保証券739,396千円を差入れております。信用取引貸証券は1,593千円であります。

信 用 取 引
借　入　金
短　　　期
借　入　金

対応債務
残　　高

担保に供している資産

預　　金

802,311

640,000

1,442,311

－

135,000

135,000

－

47

47

－

403,144

403,144

－

538,192

538,192

土　　地 投　　資
有価証券

合　　計

計

（単位：千円）

　　　④　退職給付引当金
　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、簡便法の計算方法による退職給付債務お

よび年金資産に基づき、当期末に発生している額を計上しております。な
お、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債務見込額を超過
しているため、超過額を前払年金費用に計上しております。

　　　⑤　役員退職慰労引当金
　　　　　 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

　⑷　特別法上の準備金
　　　金融商品取引責任準備金
　 証券事故の損失に備えるため、金融商品取引法第46条の5および「金融商品取引　　 

業等に関する内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上してお
ります。

　⑸　収益の計上方法
　　　 約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　⑹　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理
　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 2.　貸借対照表に関する注記
　⑴　担保に供している資産および担保にかかる債務
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　⑵　差入れを受けている有価証券等の時価額

　　　　　　　信用取引貸付金の本担保証券 1,043,235
　　　　　　　信用取引借証券 1,593
　　　　　　　受入保証金代用有価証券 1,419,024

　　
　⑶　有形固定資産に係る減価償却累計額 86,551

　⑷　取締役および監査役に対する金銭債権債務
　　　　　　　短期金銭債務 135

 3.　株主資本等変動計算書に関する注記
　⑴　当該事業年度の末日における発行済株式に関する注記

　⑵　剰余金の配当に関する事項
　　①　当事業年度に行った剰余金の配当に関する事項
　　　　　　ａ.　定時株主総会開催日 令和 6 年 6 月18日
　　　　　　ｂ.　株式の種類 普通株式
　　　　　　ｃ.　配当金の総額 7,600千円
　　　　　　ｄ.　1株当たり配当額  2 円
　　　　　　ｅ.　配当金の原資 利益剰余金
　　　　　　ｆ.　基準日 令和 6 年 3 月31日
　　　　　　ｇ.　効力発生日 令和 6 年 6 月19日

　　②　事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　

種　　類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 3,800,000 － － 3,800,000
株 株

（千円）

（千円）

（千円）



−19−

 4.　税効果会計に関する注記
　⑴　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　　　　　繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（千円）

　　　　　　賞与引当金 10,196
　　　　　　未払法定福利費 1,574
　　　　　　金融商品取引責任準備金 2,476
　　　　　　差入保証金 3,558
　　　　　　役員退職慰労引当金 21,768
　　　　　　一括償却資産償却超過額 3,100
　　　　　　貸倒引当金繰入限度超過額 3,154
　　　　　　税務上の繰越欠損金 265,934
　　　　　　その他 6,028
　　　　　繰延税金資産　  小計 317,792
　　　　　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △265,934
　　　　　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 37,362
　　　　　評価性引当額　  小計 △303,297
　　　　　繰延税金資産  　合計 14,495
　　　　　繰延税金負債
　　　　　　前払年金費用 14,069
　　　　　　その他有価証券評価差額金 73,785
　　　　　繰延税金負債　  合計 87,854
　　　　　繰延税金負債の純額 73,359

　⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因
　　　　　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
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 5.　金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項
　　　 当社は資金運用については自己融資および短期的な預金等に限定し、銀行等金

融機関からの借り入れにより資金を調達しております。
　　　 営業債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また投資有価証券は主として株式であり、上場株式については、
時価の把握は常時行っております。

　　　借入金の使途は運転資金（主として短期）であります。

　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　　 年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい 令和 7 

ては、次のとおりであります。

 

6.　賃貸等不動産に関する注記
　　　　該当事項はありません。

7.　関連当事者との取引に関する注記 
　　　　該当事項はありません。

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　　　　⑴現金および預金、並びに⑵信用取引資産
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　　　よっております。

　　　　⑶投資有価証券
　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　　⑷信用取引負債および預り金、並びに⑸短期借入金
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　　　よっております。

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額33,300千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
　　　　を見積もることなどが出来ず、時価を把握することがきわめて困難と認められるため、「⑶投資
　　　　有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

⑴　現金および預金、預託金
⑵　信用取引資産
⑶　投資有価証券
　　その他有価証券
⑷　信用取引負債および預り金
⑸　短期借入金

4,218,722
1,115,454

413,881
3,778,173
640,000

（ 　　　　 ）
   （            ）

貸借対照表
計上額（＊）

4,218,722
1,115,454

413,881
3,778,173
640,000

（ 　　　　 ）
   （            ）

時　価（＊）

－
－

－
－
－

差　額

（単位：千円）
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 8.　１株当り情報に関する注記
　　⑴   １株当り純資産額　　　　　　　　　    356円92銭
　　⑵   １株当り当期純損失　　　　　　  　　     8円24銭　

 9.　重要な後発事項に関する注記
　　　　該当事項はありません。

上記の通りであります

令和7年6月

静岡東海証券株式会社
役員（令和7年3月31日現在）

代表取締役社長　内山　景太
　　　　取締役　石川　幸弘

　　　　　　同　鈴木　規泰
　　　　　　同　増井　康均
　　　　監査役　小長谷光陽
　　　　　　同　立石　勝広

　　　　　　同　井口　英樹


